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令和７年度新潟市職員採用サイト構築及び広報支援業務 プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨 

この要領は、令和７年度新潟市職員採用サイト構築及び広報支援業務の委託契約の相手方となる事

業者を、公募型プロポーザル方式により選定する手続きについて、必要な事項を定めるものである。 

 

２ 業務概要 

（１）業務名 

令和７年度新潟市職員採用サイト構築及び広報支援業務 

（２）業務内容 

令和７年度新潟市職員採用サイト構築及び広報支援業務委託仕様書のとおり 

なお、本委託仕様書は基本的な業務内容を示したものであり、当該業務に関する受託候補事業者

を決定した後、仕様を適宜調整し契約締結を行う。 

（３）履行期間 

契約締結の日から令和８年３月３１日（火）まで 

（４）提案限度価格 

４，３７８，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

（５）担当部署 

新潟市人事委員会事務局 任用担当 

〒９５１－８０６８ 新潟市中央区上大川前通８番町１２６０番地１ 

ＦＡＸ：０２５－２２８－３９９９ 

メールアドレス：personnel.cs@city.niigata.lg.jp 

 

３ 参加資格要件 

次に掲げる要件を全て満たす者であること。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札に参加させない

ことができる事由など）の規定に該当しない者であること。 

（２）参加申込書提出時に新潟市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に登録されていること。 

（３）参加申込書及び提案書類提出時に、新潟市競争入札参加有資格業者指名停止等措置要領に基づ

く指名停止等を受けていないこと。 

（４）次の申立てがなされていない者であること。 

ア 破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条又は第１９条に規定する破産手続開始の申立て 

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立て 

ウ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申立て 

（５）法人及びその役員が、新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）に規定する暴

力団、暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う者でないこと。 

（６）新潟市内に本社（店）が所在する企業・団体等であること。 

mailto:personnel.cs@city.niigata.lg.jp
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４ 全体スケジュール（予定） 

期日 内容 

令和７年３月７日（金） プロポーザル公募開始 

令和７年３月１０日（月）～２１日（金） 参加申込書の提出 

仕様に対する質問の受付 

令和７年３月２６日（水） 参加資格結果通知の発送 

仕様に対する質問への回答の発送 

令和７年３月２７日（木）～４月９日（水） 提案書類の提出 

令和７年４月１６日（水）頃 プレゼンテーションの実施 

令和７年４月１８日（金） 審査結果通知の発送 

 

５ 参加申込書の提出 

（１）提出書類 

ア 別記様式１ 参加申込書 １部 

イ 別記様式２ 企業概要 １部（会社パンフレット等がある場合は添付すること） 

ウ 別記様式３ 仕様に対する質問票 １部（質問が無い場合は、「質問なし」と記載し提出） 

（２）提出期間 

令和７年３月１０日（月）から令和７年３月２１日（金）まで 

（３）提出方法及び提出先 

ア 提出方法 

持参又は郵送（提出期間内に必着かつ書留郵便に限る。） 

※ 持参提出の場合、午前９時から午後５時まで（土曜日、日曜日及び祝祭日を除く。）。 

イ 提出先 

〒９５１－８０６８ 新潟市中央区上大川前通８番町１２６０番地１ 

新潟市役所上大川前庁舎１階 新潟市人事委員会事務局 任用担当 

（４）参加資格確認結果の通知 

参加申込書の提出者に対し、令和７年３月２６日（水）までに、参加資格確認結果通知を発送す

る。併せて、全ての参加者に対し、各参加者からの仕様に対する質問及び回答をまとめた書面を同

封する。なお、当該質問及び回答をまとめた書面は、本要領及び委託仕様書の一部として取扱うも

のとする。 

（５）辞退 

参加申込書提出後に参加を辞退する場合は、「辞退届」（別記様式４）を提出すること。 

提出期限は、令和７年４月９日（水）午後５時までとする。 

提出方法及び提出先は、（３）と同様とする。 
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６ 提案書の作成要領 

（１）提出書類 

次に掲げる書類を、正本１部、副本７部及び電子データ（ＣＤ－Ｒ）１枚により提出すること。 

ア 企画提案書 

（ア）「仕様書」及び「７ 審査要領」を踏まえ、以下の項目について記載すること。 

① 提案コンセプト 

② 職員採用サイト構築に係る提案内容 

③ 広報支援業務に係る提案内容 

④ 独自提案に係る提案内容 

⑤ 本業務履行後の翌年度以降に必要と見込まれる年間ランニングコストの概算（２年分） 

⑥ 業務実施体制 

⑦ 業務スケジュール 

⑧ 類似業務の受託実績 

⑨ その他企画提案に必要な書類 

（イ）提案書は、Ａ４版（一部Ａ３サイズを使用したい場合は、折り畳んでＡ４サイズとするこ

と）、横書き、左綴じとし、表紙に「令和７年度新潟市職員採用サイト構築及び広報支援業務

提案書」と標記し、余白に事業者名を表示すること。なお、文字サイズは 10 ポイント以上

とすること。 

（ウ）提出期限以降の企画提案書の差替え又は再提出は、認めない。 

イ 別記様式２「企業概要」 

ウ 財務諸表（直近事業年度単独決算の貸借対照表及び損益計算書）の写し 

エ 見積書 

（ア）様式は任意とし、以下の項目についての記載は必須とする。 

① 見積の総額（消費税及び地方消費税を含む。） 

② 職員採用サイト構築に係る提案内容に要する費用とその内訳 

③ 広報支援業務に係る提案内容に要する費用とその内訳 

④ 独自提案に係る提案内容に要する費用とその内訳 

  （イ）提案限度価格の範囲内で作成すること 

（２）提出期間等 

令和７年３月２７日（木）から令和７年４月９日（水）まで 

提出方法及び提出先については、５（３）と同様とする。 

（３）その他 

書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法（平成４年

法律第５１号）によるものとする。 
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７ 審査要領 

（１）審査方法 

ア 選定の審査を厳正かつ公正に行うため、令和７年度新潟市職員採用サイト構築及び広報支

援業務受託候補事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置し、企画提案書の審

査及び評価を実施して受託候補事業者を選定する。 

イ 審査は、提出書類及び参加者によるプレゼンテーションを基に行う。 

プレゼンテーションは、令和７年４月１６日（水）頃の実施を予定しており、詳細につい

ては別途参加者に通知する。なお、プレゼンテーションの際に使用するＰＣは各自で用意す

ること。（スクリーン（1,200cm×1,600cm）及びプロジェクタ（エプソン EB-1785W、HDMI ケ

ーブル付属）を本市で用意するが、これらを各自で持参し使用することも可能。） 

ウ 出席者は３人以内とし、この業務を担当する予定の管理責任者１人及び主担当者１人は必

ず出席すること。 

エ 実施時間は、各参加者につきプレゼンテーション３０分以内、質疑応答１５分程度とする。 

オ プレゼンテーションは、企画提案書について行うこととする。なお、追加資料の配布は認

めない。 

カ プレゼンテーション及び審査は、非公開とする。 

キ （２）に定める審査基準に基づき、選定委員会が、提出された提案書及びプレゼンテーシ

ョンについて審査し、最も合計点が高かった者を優先交渉権者（受託候補事業者）とする。 
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（２）審査基準 

評価項目 
評価の視点 配点 

大項目 小項目 

１目的 （１）コンセプト 
提案内容が仕様書の「２ 目的」に沿ったものとなっている

か。 
15 

２提案内容 

（１）コンテンツ 

仕様書の「２ 目的」の達成及び「３ 課題」の改善に必要

なコンテンツが根拠をもって提案されているか。また、その

内容に創意工夫があり、具体的で実現可能なものとなってい

るか。 

15 

（２）デザイン 

職員採用サイトのデザインが閲覧者の興味を引くものであ

り、次のコンテンツを読みたくなる工夫がされているか。ま

た、それらの工夫が効果的であるか。 

10 

（３）サイトの構成 
サイト内の回遊率が高くなるよう工夫されており、閲覧者が

必要な情報を探しやすい構成となっているか。 
10 

（４）機能性 
パソコンだけでなく、スマートフォン等のモバイル端末でも

使いやすいサイトとなっているか。 
5 

（５）スケジュール 
職員採用サイトの公開スケジュールの提案内容は、閲覧者数

の増加を意識した効果的なものとなっているか。 
5 

（６）広報 
提案した手法について、どのような効果があるのかを分析・

考察がされているか。 
15 

３運営体制 

（１）適切な進行管理 

適切な運営スタッフの配置や業務管理の体制、作成スケジュ

ールに無理がなく、事業の進行管理が適切に行えることが見

込まれるか。 

5 

（２）受託実績 
類似事業の履行実績などから、各業務の運営を円滑に行うこ

とが見込まれるか。 
5 

４独自提案 
（１）提案者による 

独自の企画 

仕様書の「２ 目的」の達成及び「３ 課題」の改善のため、

独自の企画による優れた提案が示されているか。 
15 

合計 100 

※最高点数を獲得した提案者を第 1位として選定する。 

※評価の結果、複数の提案者が同点で第 1 位となった場合には、見積額の最も低い提案者を第 1位

として決定する。 

 その際、見積額が同額であれば、選定委員会の委員長による採点が最も高い提案者を第 1 位とし

て決定する。 
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８ 失格要件 

次のいずれかに該当した者は失格とする。 

（１）「３ 参加資格要件」のいずれかを満たさないことが明らかとなった者 

（２）参加申込書の提出後、期限までに辞退届を提出せず、審査に必要な提出書類を提出しなか

った者 

（３）本プロポーザル募集開始日以降、選定委員に直接、間接を問わず連絡を求めた者 

（４）提出書類に虚偽の記載をした者 

（５）見積書の金額が２（４）提案限度価格を超過した者 

 

９ 審査結果の通知 

審査結果は、提案者それぞれに文書で通知するほか、新潟市人事委員会事務局のホームページに

掲載する。なおホームページには、優先交渉権者とされた参加者については事業者名及びその評価

点を、それ以外の参加者についてはその評価点のみを掲載する。選定に関する内訳は、公表しない。

また、審査結果等についての異議申し立て、他の参加者に関する情報その他審査に関する問い合わ

せは受け付けない。 

 

10 契約の締結 

（１）審査結果の通知後、受託候補事業者と契約の締結交渉を行い、予定価格の範囲内で契約書

を作成の上、契約を締結する。ただし、その者が「３ 参加資格要件」のいずれかを満たさ

なくなった場合、契約の締結を行わないことがある。また、受託候補事業者と協議が整わな

い場合にあっては、次点者と協議の上、契約を締結する場合がある。なお、契約保証金は、

新潟市契約規則（昭和５９年新潟市規則第２４号）第３３条及び第３４条の規定による。 

（２）本プロポーザルは、新潟市令和７年度当初予算成立を前提とした年度開始前の事前準備手

続きであり、当初予算が否決された場合は、委託契約は締結しないものとする。なお、契約

しなかった場合においても、参加者が本業務を実施するために支出した費用（準備行為も含

む。）、提供した知見の対価等については、一切補償しない。 


